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論文の内容の要旨 

 

渡邊久実氏の博士学位論文は、地域在住高齢者の社会関係が手段的日常生活動作（IADL）及び生命

予後に与える効果を検討したものである。その要旨は以下のとおりである。 

 

著者は本論文の研究背景として、高齢化の急速な進展により健康寿命の延伸は国家課題であり、特に

社会的要因等を視野に入れた健康寿命への関連分析が今後健康寿命の延伸の施策を展開していく上で

求められていることを先行研究に基づいてまとめている。本学位論文はこれらの背景をもとに、今後社

会的孤立高齢者のさらなる増加が想定される本邦において、社会関係の状況によって高齢者のその後の

健康寿命や生命予後などがどのように異なるのか明らかにすることを目的として行ったものである。著

者は、1) 研究 1: 地域在住高齢者の社会関係と手段的日常生活動作（IADL）との関連、2) 研究 2: 地

域在住高齢者の社会関係と生命予後との関連の研究 1、研究 2 で構成し、その関連を明らかにしている。 

 

研究 1 は、IADL をアウトカムとしてその社会関係の影響の検討を行ったものである。方法は、研究

対象は中部地域の小規模自治体の 65 歳以上高齢者全数であり、質問紙調査によりデータ収集が実施さ

れている。著者は、社会関係と IADL 低下との関連を明らかにした。さらに、年齢層別の解析では 75

歳以上の高齢者で社会関係と IADL 低下と有意な関連がみられたが、65-74 歳の高齢者では年齢と筋骨

格系疾患が IADL 低下と有意に関連していたことを著者は報告している。これらの研究結果より、75

歳未満の高齢者での IADL 低下には罹患の早期発見やコントロールが重要であるものの、75 歳以降は、

社会関係を維持していることが IADL低下の予防につながる可能性が示唆されたことが考察に述べられ

ている。 

 

 研究 2 は、総死亡をアウトカムとしてその社会関係の影響の検討を行ったものである。方法は研究 1

と同様であり、総死亡については住民基本台帳のデータを使用して著者は生存解析を行った。社会関係
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とその後の総死亡と関連を検討した結果、著者は、IADL をアウトカムとした研究 1 と同様に社会関係

の乏しさが生命予後と有意に関連していたことを明らかにした。さらに、年齢層別の解析では 75 歳以

上の高齢者においてのみ社会関係と総死亡との有意な関連がみられた一方で、65-74 歳では社会関係と

総死亡の間で有意な関連が認められず罹患が総死亡と有意に関連していたことを著者は報告している。

さらに著者は、社会関係を高低で二群に分類し、カプランマイヤー法にて群別の生存曲線を解析してい

る。生存曲線からも、社会関係が高い群では生存時間が長く、また年齢によりその差が大きくなること

が確認された。高齢者の中でも年齢層により社会関係の影響度が異なる可能性が示され、年齢層別で介

入方策を検討していく必要性が考察で述べられている。 

 

また、著者は限界として 1) 一自治体での調査による知見であること、2) 質問紙による自己評価であ

ること、3) 欠損値が多くみられたこと、4) アウトカムに影響しうる他の要因が統制しきれていない可

能性、の 4 点を指摘している。著者は、特に欠損値については欠損値補完前後でも結果の一貫性を確認

しているが、欠損値の有無により対象の年齢特性に偏りがみられたことから慎重な議論が必要な旨を述

べている。今後これらの限界を考慮したさらなる検討が期待される。 

 

研究 1、2 を通して、著者は、社会関係の乏しさと IADL 低下及び総死亡リスクが関連していること、

さらに年齢層別でその影響は異なる可能性があることを結論づけた。これらの結果から介護予防方策の

検討に置いて社会関係を促進することの重要性を支持するとともに、年齢層別による介入方策の検討の

必要性を著者は述べている。これらの研究成果をもとに社会関係を促進する介護予防事業や地域づくり

の展開が期待される。 

 

審査の結果の要旨 

（批評） 

本研究は、中部農村地域の小規模自治体の 65 歳以上高齢者全数を対象として、地域在住高齢者の社

会関係が手段的日常生活動作（IADL）及び生命予後に与える効果を検討し、75 歳以上でその関連が見

出されたものである。今後、今回の研究結果に都市部などの他の地域での研究結果なども加味し、社会

関係を促進する介護予防事業や地域づくりを展開するとともに、年齢を重ね残存機能が低下しつつある

高齢者でも社会関係を継続できる仕組みづくりが期待される。 

令和元年 12 月 27 日、学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもと論文について説明を求

め、関連事項について質疑応答を行い、最終試験を行った。その結果、審査委員全員が合格と判定した。 

よって、著者は博士（医学）の学位を受けるのに十分な資格を有するものと認める。 

 


